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研究背景

①自治体の具体的なSNS運
用に着目した実証研究がな
い。

②コロナ禍で自治体にとって
もSNSの重要性が増した。

目的

自治体のSNSの活用による
観光客数への影響を分析
することで、自治体が行う
SNS運用の重要性を検証。
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自治体のSNS利用の成功例

＜七飯町(ななえちょう)＞
2017年度約184万人　⇒　2018年度約233万人

観光客数が約27％増
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一般的に、公的組織のSNS運用による効果はあるのか？
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先行研究

田中 秀幸（2012）
『国・自治体による地域SNS : 施策とその効果の検証』

SNSの効果について、複数の事例へのヒアリング・アンケー

ト調査をもとに、定性的な分析を行った。

条件付きではあるが、自治体がSNSを運用することで、目的

とする効果を得ることが可能と示した。
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研究概要
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研究テーマ

「北海道の市町村における

　　　　　　　　SNS活用による観光客数への影響」
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●公的組織によるSNS運用の効果
　対象：自治体、観光協会



観光協会

＜観光協会とは＞

自治体と企業との中間に位置し、都道府県または市町村単位で
構成。

自治体と連携しながら観光客の誘致活動をしている。
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公的な組織によるSNS運用の効果をみる指標として重要



仮説

【仮説①】
「公的組織がSNSを利用するとその地域の観光客数が増加する」
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【仮説②】
「公的組織がSNSを投稿するとその地域の観光客数が増加する」

【仮説③】
「温泉を持つ市町村ではFacebookの効果が高まる」

【仮説④】
「スキー場を持つ市町村ではInstagram/Twitterの効果が高まる」



データ

各自治体のデータ

● 温泉・スキー場の保有数

● 月別入込観光客数(2017年～2018年)
● 地震ダミー　※2018年9月6日北海道胆振東部地震

SNSに関して

各自治体・観光協会の月別の

● Twitter・Instagram・Facebookの利用ダミーと投稿数
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研究の新規性

● 自治体の具体的なSNS利用に関する実証研究

● SNS導入状況や投稿数といったSNS利用に関する新た

なデータを使用
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分析
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分析の方向性

4種類の固定効果分析を行う。

● ダミー変数を用いた分析
○ SNSを導入することの効果を分析

● ダミー変数との交差項を用いた分析
○ 観光資源とSNS導入の効果を分析

● 投稿数を用いた分析
○ SNSの1投稿あたりの効果を分析

● 投稿数との交差項を用いた分析
○ 観光資源とSNS投稿の効果を分析
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分析①

● 被説明変数

○ 前年同月からの観光客数の増加分

● 説明変数

○ 各自治体と観光協会の月別の

Twitter・Instagram・Facebookの利用ダミー

● コントロール変数

○ 地震ダミー
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分析結果①
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「SNSを利用している　or　していない」
　⇒有意でない

　⇒仮説①は支持されない

ダミー変数を用いた分析
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分析②
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● 被説明変数

○ 観光客数の増加分

● 説明変数

○ 交差項

■ 各自治体と観光協会の月別の

Twitter・Instagram・Facebookの利用ダミー

■ スキー場・温泉地の数  
● コントロール変数

○ 地震ダミー
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分析結果②

21

ダミー変数との交差項を用いた分析

有意な結果は得られなかった
⇒観光資源との交差項を用いても
　仮説①は支持されない
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分析③
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● 被説明変数

○ 観光客数の増加分

● 説明変数

○ 各自治体と観光協会の月別の

Twitter・Instagram・Facebookの投稿数 
● コントロール変数

○ 地震ダミー
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分析結果③
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投稿数を用いた分析
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自治体 ー*** ー***
観光協会 ー***



分析結果③
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投稿数を用いた分析

SNSの投稿数は有意に負の影響を与えている
⇒仮説②は支持されない

ただし自治体のほうがより有意な影響を与えているといえ
る
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分析④
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● 被説明変数

○ 観光客数の増加分

● 説明変数

○ 交差項

■ 各自治体と観光協会の月別の

Twitter・Instagram・Facebookの投稿数

■ スキー場・温泉地の数  
● コントロール変数

○ 地震ダミー
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分析結果④
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自治体

観光協会 ＋**

自治体 ＋*** ー** ー**

観光協会

自治体 ー***

観光協会 ＋*** ー***



分析結果④
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投稿数との交差項を用いた分析

観光協会のFacebookが正に有意
⇒仮説②は観光資源をコントロールすると支持されうる

温泉がある場合は自治体のTwitterのみが正に有意
⇒仮説③は支持されない

スキー場がある場合は観光協会のInstagramのみが正に有意
⇒仮説④は支持されうる
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考察
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考察

公的な組織はSNSを導入するだけでなく、投稿を行うこと
で初めて効果を得られうる(仮説①②)

温泉がある市町村はTwitter、スキー場がある市町村は
Instagramが有効な可能性がある(仮説③④)
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考察

マイナスに有意な結果が多かった

⇒観光客数が減少傾向にある中でSNS利用をはじめ、効
果出ていないなどの可能性が考えられる

観光協会より自治体のSNS利用のほうが有意な結果となる
ことが多かった

⇒自治体のSNSのほうが観光客数に影響を与えやすい可
能性がある
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本研究の限界

31

投稿の質・種類に関して充分な分析ができていない

観光客数の少ない自治体でのSNS利用に関して有効な示唆
を得ることができない

コロナ回復後、SNSの利用がさらに浸透した場合に今回の
分析と同じ傾向になるかは未知数
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投稿の質についての客観的な基準を設定し分析する

分析対象の拡大(時間・自治体ともに)

その他の観光資源でも交差項の分析を行う

SNS導入時に着目し、マッチング分析など

今後の展望

32

研究背景 先行研究 研究概要 分析 考察



33

ご清聴ありがとうございました。



Appendix



分析結果詳細①＆②
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① ② ②



分析結果詳細③＆④
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③ ④ ④



基本統計量
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今回のサンプルになった自治体
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北海道自治体（入込観光客数 30万人以上）



SNS投稿を数える際の基準

各アカウントが行った投稿のうち除くものは、防災・政治・天気・交通

【除く理由】

防災・交通・天気：それ自体のみで観光客を誘致する要因にはなりえないため

政治：観光向けの情報ではないため
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【補足】変数について

＜地震ダミーについて＞

●胆振地震で震度5弱以上を観測した自治体は2か月、それ

以外の自治体は1カ月の間、1をとるダミー変数
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